
 

独占禁止懇話会第 184 回会合議事録 
 

 

１．日時  平成 21 年 11 月 20 日（金）13：30～15：30 

２．場所  公正取引委員会大会議室 

３．出席者 

【会員】伊藤会長，石井会員，井手会員，内田会員，及川会員，榧野会員，神田

会員，古城会員，児玉会員，萩原会員，村上会員，森本会員 

【公正取引委員会】竹島委員長，濱崎委員，後藤委員，神垣委員，濵田委員 

【公正取引委員会事務総局】松山事務総長，高橋首席審判官，鵜瀞官房総括審議

官，相関官房審議官（国際担当），山本経済取引局長，松尾取引部長，

中島審査局長 

４．議題 

（１） 「排除型私的独占に係る独占禁止法上の指針」の策定 

（２） 「不当廉売に関する独占禁止法上の考え方」等の見直し 

（３） 公正取引委員会の広報活動の状況 

５．議事 

山本経済取引局長 それでは，まだ若干お越しになられていない会員の方がいらっ

しゃいますけれども，定刻となりましたので，本日の「独占禁止懇話会」

を開始させていただきます。 

 私は，６月に経済取引局長になりました山本でございます。どうかよろ

しくお願いいたします。本日は冒頭，事務局の私が司会進行を務めさせて

いただきたいと思います。 

 初めに，事務局から御報告を申し上げたいことが何点かございます。 

 まず，これまで独占禁止懇話会の会長をお願いしておりました根岸教授

が前回をもちまして独占禁止懇話会を退かれることになりました。 

 そこで，根岸教授の後任の会員といたしまして，新たに東京大学大学院

経済学研究科の伊藤元重教授が会員に御就任されましたので，御紹介いた

します。 

 また，これまで会員をお願いしておりました全国中小企業団体中央会の

前常務理事の山崎会員が退任されまして，後任の会員として，同じく全国

中小企業団体中央会政策推進部長の及川勝様が新たに会員に就任されま

したので，御紹介させていただきます。 

及川会員 全国中小企業団体中央会の及川でございます。よろしくお願い申し上げ

ます。 

山本経済取引局長 このほか，全国農業協同組合中央会の前の専務理事の向井地会
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員，また，住友精化株式会社代表取締役の上田会員が退任されまして，後

任の会員として，本日は欠席されておりますけれども，全国農業協同組合

中央会専務理事の冨士重夫様，また，グンゼ株式会社代表取締役社長の平

田弘様がそれぞれ新たな会員に就任されておりますことを御報告させて

いただきたいと思います。 

 続きまして，本懇話会の会長でございますけれども，前回をもって会長

を辞任された根岸会長の後任といたしまして新たに会員となられた伊藤

元重会員に会長に御就任いただきたいと存じますけれども，いかがでしょ

うか。 

（「異議なし」と声あり） 

山本経済取引局長 それでは，そのようにさせていただきたいと思います。 

 なお，竹島委員長ですけれども，本日，政府会合の出席のため，もうし

ばらくして，３時ぐらいまでの間，中座をさせていただきますことをあら

かじめ御報告させていただきます。 

 最後に，前回の会合以降，事務総局におきまして人事異動がございまし

たので，紹介させていただきます。 

 まず，首席審判官の高橋です。 

 取引部長の松尾です。 

 審査局長の中島です。 

 なお，会員の皆様方のお手元に本日の議題に関する資料をお配りしてお

りますけれども，それには右上に独禁懇 184－１～４までナンバリングし

てございます。また，別途席上で中小事業者取引公正化推進プログラムと

いうものをお配りしておりますけれども，これは一昨日公表いたしました

ので，本日の議題ではございませんけれども，御参考までに配付させてい

ただいているものでございます。 

 それでは，これ以降の議事進行につきましては，伊藤会長にお願いいた

したいと思います。伊藤会長，よろしくお願い申し上げます。 

伊藤会長 伊藤でございます。よろしくお願いいたします。 

 一言だけごあいさつをさせていただきたいと思います。新参者の会員が

いきなり会長になるというのは申し訳ないんですけれども，御指名でござ

いますし，私自身も経済学を勉強してから，競争政策とか，独占禁止法の

問題については非常に深い関心を持っておりましたので，この立派な会合

の中でまたいろいろ勉強させていただければと思います。そういうことで，

今後は是非皆さんといろいろな場で意見交換させていただければと思い

ます。よろしくお願いいたします。 

 それでは，議題に入りたいと思います。本日は「『排除型私的独占に係
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る独占禁止法上の指針』の策定」，「『不当廉売に関する独占禁止法の考

え方』等の見直し」，３番目として「公正取引委員会の広報活動の状況」

につきまして，公正取引委員会から説明をいただきまして御意見を聴取す

ることを予定しております。 

 それでは，本日の１つ目の議題でございます「『排除型私的独占に係る

独占禁止法上の指針』の策定」の議事に入りたいと思います。まず，10

月 28 日に成案が公表された排除型私的独占に係る独占禁止法上の指針に

ついて，佐久間経済取引局企画室長から御説明をお願いしたいと思います。 

佐久間企画室長 企画室長の佐久間でございます。本日はよろしくお願いいたしま

す。 

 本日は，「排除型私的独占に係る独占禁止法上の指針」につきまして，

指針の策定の背景でありますとか，目的，あるいは指針の内容について，

概要を説明してまいりたいと思います。資料は，お手元に独禁懇 184－１

ということで，新聞発表文と，別紙１が指針の本体になります。別紙２は

パブリックコメントに寄せられた意見と，これに対する考え方，また，参

考１，参考２というポンチ絵の紙があるかと思いますけれども，本日は時

間も短いですので，主として，このポンチ絵の紙２枚を中心に，必要に応

じて本体の方も参照させていただくということにしたいと思います。 

 まず，指針で取り上げております排除型私的独占とは何ぞやということ

でございます。文字どおり読めば，参考１の上の四角の囲みにあるとおり

でございますけれども，「事業者が他の事業者の事業活動を排除する行為

により，公共の利益に反して，一定の取引分野における競争を実質的に制

限」することでございます。典型的には，市場において相当力を持ってい

る事業者が何らかの手段を用いまして競争相手を市場から排除したり，新

規参入を阻止したりすることによって市場を独占しようとしたり，あるい

は市場の競争を制限したりするような行為であると，ごく簡単に言えばこ

のように言えるものでございます。 

 この排除型私的独占につきましては，来年１月１日から施行されます独

占禁止法改正法により，新たに課徴金制度の対象となるものでございます。

しかし，この課徴金制度の対象とするか否かの議論の過程におきまして，

次のようなことがよく言われておりました。 

 １つ目は，排除型私的独占として法的措置を採った事例はこれまで多く

ないということでございます。10 数件ほどしかございません。そして問題

となる行為の態様というのも多様で，なかなか形も定まっていないところ

でございます。 

 あとは，事業者の排除ということは，通常の事業活動の結果として，事
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業者が努力して，よりよい商品をより安く供給したといった行為の結果，

排除されるという場合がありますけれども，それと独占禁止法上の違法と

されます排除型私的独占をもたらすような排除行為とを区分するのはな

かなか容易ではないということ。 

 また，課徴金の導入がこういった状況の中，行われますと，事業者に対

して萎縮効果を生じさせ，公正かつ自由な事業活動の支障となるのではな

いかといったような指摘がございました。 

 排除型私的独占自体は，カルテルと同様，競争を実質的に制限するとい

うことで，競争市場に対して大変悪影響を及ぼす行為でございますので，

課徴金を導入する必要はあるところでございますけれども，導入に当たっ

ては，排除型私的独占が成立するための要件に関する解釈を可能な限り明

確化して，法運用の透明性を確保し，予見可能性を向上させようと，そう

いうことを考えましてこの指針を作成したものでございます。 

 指針の作成に当たりましては，各国において作成されている同様のガイ

ドライン等の内容も参照いたしました。これは，これまで我が国の事例が

十分蓄積されていないこともあるわけですけれども，そういった過去の事

例とともに，国際的な整合性ということも十分留意して，この指針を作成

したところでございます。 

 指針の構成でございますけれども，参考１に第１，第２，第３と分けて

ございますけれども，ガイドラインはまず，排除型私的独占に係る事件と

して，優先的に審査を行う際の公正取引委員会の執行方針を明らかにして，

その後，排除型私的独占が成立するための要件である排除行為とは何かと

いうことに触れまして，さらにもう一つの要件でありますところの一定の

取引分野における競争の実質的制限とはどういうものかといったことを

説明するという構成となっております。 

 まず，執行方針について簡単に触れたいと思います。この表にあります

とおり，公正取引委員会はどういった事案を排除型私的独占の事件として

優先的に審査するかということで，２つのことを見ますということでござ

います。 

 まず，行為開始後において，排除行為を行っている者が供給する商品の

シェアがおおむね 50％を超える事案ということが１つの要件でございます。

どうしてこういう数字が出てきたかというのは，これまでのほとんどの事

件において，違反行為者は高いシェアを占めておるということでございま

す。更に言いますと，すべての事案において 50％超であったということで

ございます。また，これはほかの要件も見なければいけませんので，必ず

そうだということではないのですけれども，一般論としては，行為者のシ
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ェアが高いほど市場閉鎖効果を持つといいますか，例えば，競争者を排除

したりとか，そういうような可能性が高まるというものでございます。そ

ういったことに鑑みまして，商品のシェアがおおむね２分の１超というと

ころをまず１つ目の着目点として挙げておるところでございます。 

 ２つ目として，国民生活に与える影響が大きい事案ということでござい

ます。これに関しましては，市場規模とか，行為者による事業活動の範囲

とか，商品の特性等を総合的に考慮して，国民生活に与える影響が大きい

と判断するものについて，優先的に審査をすることとしております。 

 このような基準，特に１のような基準ですと，50％を示しているところ

でございますけれども，ただし，この基準は緩やかな基準でございまして，

50％を超えていなければ排除型私的独占には当たらないのかというと，そ

ういうことではありません。あくまでも執行方針として優先的に審査をす

る基準ということでございますので，当該基準に合致しない事案であって

も，もちろん審査を行う場合があることを指針では留保しております。 

 また，排除型私的独占と認められない場合でも，不公正な取引方法，つ

まり，競争を実質的に制限しないけれども，公正な競争を阻害するおそれ

が認められる場合，不公正な取引方法となる場合もありますので，そうい

ったことに留意する必要があるということでございます。 

 このように，この基準は執行方針でございますし，セーフハーバーとい

うほど明確な基準ではありませんが，このような基準を示すことで，事業

者にとっての予見可能性は高まり，多くの事業者にとっては萎縮しないよ

うに事業活動を展開することができるようになると考えているところで

ございます。 

 つまり，排除型私的独占というのは，条文上，例えば，事業者のシェア

が何％以上とかということは書いてございませんけれども，競争者や新規

参入者を排除して市場の競争制限をもたらすためには一定程度の市場シ

ェアなり，事業者の力が必要ということでございますので，こういったこ

とを示せば，だれもかれもが審査の対象になるのではないといったことを

示していると，そういうことでございます。 

 続きまして，指針では排除行為について記述しております。排除行為の

話ですけれども，参考２に排除行為に特化した資料がありますので，そち

らを見ていただければと思います。指針では，排除行為とはということで，

参考２の冒頭にあるように，他の事業者の事業活動の継続を困難にさせた

り，新規参入者の事業開始を困難にさせたりする行為であって，もう一つ

の要件でありますところの一定の取引分野における競争の実質的制限に

つながる行為ということを述べております。 
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 これは実際に他の事業者の事業活動が完全に駆逐されたり，新規参入が

完全に阻止されたりという結果が現実に発生することまでは必要とされ

ておりませんで，これらの結果をもたらす蓋然性が高ければよいというこ

とでございます。 

 そして，排除行為に該当し得る典型行為として，指針において４つの類

型というものを明らかにしております。１つは，価格設定という手段を用

いた排除行為として商品を供給しなければ発生しない費用を下回る対価

設定，残りは価格設定という手段を用いない行為であり，商品を供給しな

ければ発生しない費用を下回る対価設定，排他的取引，抱き合わせ，供給

拒絶・差別的取扱いの４つに類型化しております。それぞれの行為の排除

行為該当性は，当然商品に係る市場全体の状況でありますとか，行為者，

競争者の市場における地位でありますとか，行為の期間，態様等の要素を

総合的に考慮しなければいけないわけでございます。 

 あと，指針では，排除行為自体，４つの類型に必ずしも限定しておりま

せんので，参考１に戻っていただきたいのですけれども，第２の囲みの中

の緑のところで「このほかの非典型的な行為も排除行為となり得る。」と

いうことで，競争者と競合する販売地域・顧客に限定して価格を安く設定

するような行為でありますとか，他の事業者の事業活動を妨害するような

行為が排除行為に当たると認定された事例がございます。詳しくは触れま

せんけれども，典型類型以外の排除行為と評価し得るものは，指針の５ペ

ージから６ページにかけて，注３，注４といったところに書いてございま

す。 

 まず，商品を供給しなければ発生しない費用を下回る対価設定でござい

ます。こういった費用を下回る行為は排除行為に該当し得る行為と位置づ

けております。対価の設定の合理性の有無を決める費用の基準としては，

経済学的に言えば平均可変費用が有力な基準で，諸外国の競争当局でも徐

々に取り入れられてきておるところでございますけれども，実務上は，こ

れに相当する費用として商品を供給しなければ発生しない費用という概

念を使っております。 

 このような費用さえ回収できない対価が設定されていると，商品を供給

すればするほど，そういう対価を設定している者の損失は拡大しているわ

けでございます。これに対抗しようとしますと，行為者と同等に効率的な

事業者であっても，やはり同じように損失が拡大していかざるを得ない。

こういったことは正常な競争過程を反映したものとは言えませんし，また，

それ以上に効率的な事業者の事業活動を困難にさせて競争に悪影響を及

ぼす場合があるだろうと，そういった考えの下に，商品を供給しなければ
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発生しない費用を下回る対価設定を排除行為の典型行為の１つと位置付

けたわけでございます。 

 ただ，こういった商品を供給しなければ発生しない費用を回収できる場

合には，仮に商品の供給に要する費用，すなわち総費用又は総販売原価を

下回る場合であっても，商品を供給することにより，商品を供給しない場

合と比べて損失を小さくできますので，そういった対価を設定する場合は

特段の事情がない限り，排除行為に該当する可能性は低いといったことを

述べております。 

 さらに，排他的取引ということで，相手方に対し，自己の競争者との取

引を禁止し，また制限するような行為も典型行為として挙げております。

これもそういった条件を付けることが常に問題になるわけでは当然ござ

いませんけれども，当該取引によって他に代わり得る取引先を容易に見出

すことができない競争者の事業活動を困難にするような場合は排除行為

になるということでございます。 

 排他的取引として最も典型的なのは競争者と取引しないことを内容と

する契約を締結するといったものですけれども，そういった契約を締結し

なくても，例えば，輸入品を取り扱っている事業者への供給を拒絶したり，

不利な取引条件を課したりといったことで，実質的に，この場合は輸入す

るものということになりますけれども，競争者との取引を禁止するような

ことになっていれば，やはり排他的取引として評価されて，排除行為該当

性を評価するということでございます。 

 また，その競争者の商品の取扱いを制限する効果を有するリベート，典

型的には競争者の商品を取り扱わないことを条件に金銭を提供するよう

な行為は，排他的な取引，競争者を排除するような効果を持ち得るので，

そういった場合も排他的取引と同様の観点から，そういった形態のリベー

トが排除行為に該当するか否かを検討することになるといったことも示

しております。 

 あとは，商品を抱き合わせるということですけれども，これは，Ｘとい

う行為者が主たる商品の市場での力を利用して，抱き合わせる商品，すな

わち従たる商品の市場に影響を与え，競争者を排除しようという場合が考

えられるということでございまして，従たる商品の市場において他に代わ

り得る取引先を容易に見出すことができない競争者の事業活動を困難に

させる場合は，排除行為になるということでございます。 

 時間も少ないので先に参りますけれども，あと，供給拒絶と差別的な取

扱いということでございます。絵を見ながら聞いていただければと思いま

すけれども，これは，供給先の事業者が川下市場で事業活動を行うために
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必要な商品について，合理的な範囲を超えて供給の拒絶や差別的な取扱い

をする行為という定義でございます。 

 ただ，この供給拒絶とか差別的な取扱いというのは，誰にどのような条

件で商品を供給するかというのは，他方で自由な事業活動ということがご

ざいますので，この行為類型で排除行為に該当するか否かを検討するとき

には，特に慎重に検討する必要があるのだということを指針では特に触れ

ております。 

 ここでポイントになるところは，必要な商品と合理的な範囲という概念

でございますけれども，必要な商品というのは，川下市場で事業活動を行

うに当たって，他の商品では代替できない必須の商品で，自らも製造する

ことが現実に困難であるものといったことになりますし，合理的な範囲と

いうのは，個別の事案ごとに供給に係る取引の内容，実績，地域による受

給関係等の相違等を考慮して判断することとしております。排除行為該当

性については，指針でも手厚く触れておるところでございます。 

 さらに第３の話として，一定の取引分野における競争の実質的制限とい

う話がございます。排除行為があるだけでは排除型私的独占にならないわ

けで，この第３の評価ということに最終的に排除型私的独占が成立するか

否かがかかってくるわけです。一定の取引分野における競争を実質的に制

限するかどうかを検討する市場については，基本的には排除行為により影

響を受ける範囲というところで一定の取引分野が画定されるということ

でございますが，必要に応じて，商品の範囲，地理的範囲，事業者から見

た商品の代替性といったものも見るということで，併せて書いてございま

す。 

 最後の競争の実質的制限は，そもそも競争の実質的制限とは何かという

ことですけれども，市場支配的状態を形成・維持・強化するものと解され

ます。言葉にすると一言で書いてございますけれども，もう少し具体的な

説明は 29 ページの 14 行目以下に，先般，排除型私的独占に関しまして，

東京高裁の判決が出まして，その中で一定の取引分野における競争の実質

的制限の意義について触れておりまして，その考え方をそのまま引用して

おります。 

 競争の実質的制限の存否というのは，一律に特定の基準で判断されるわ

けではなくて，個別具体的な事件ごとにさまざまな事情を考慮しなければ

いけないということでございまして，指針においては，行為者の地位，競

争の状況，行為者の市場シェアが高いかとか，行為者と排除された事業者

との従前の競争の状況とか，あるいは潜在的な競争圧力，参入圧力が働く

ような市場であるかとか，需要者に対抗的な交渉力があって，行為者の市
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場支配力の行使を妨げるような力があるかとか，あるいは効率性が消費者

に良い影響を与えるかとか，消費者利益の確保に関する特段の事情といっ

たものがあるかといったことを競争の実質的制限が成立するか否かを検

討していく中で判断していくということで，こういう要素を示しておると

ころでございます。 

 以上，「排除型私的独占に係る独占禁止法上の指針」について簡単に御

説明させていただきましたけれども，今後とも本指針の十分な周知と，排

除型私的独占に係る法運用の透明性，事業者の予見可能性の向上を図ると

ともに，違反する事実が認められた場合には適切かつ迅速に対処すること

にしております。 

 少し時間を超過しましたけれども，以上でございます。 

伊藤会長 どうもありがとうございました。 

 それでは，ただいまの説明について，御質問とか御意見ございましたら，

どうぞ御自由に御発言いただきたいと思います。 

古城会員 今，不当廉売の例を挙げて御説明になったと思うんですけれども，不当

廉売は不公正な取引方法にも入ってきたと思うんですが，不公正な取引方

法に当たる不当廉売と，ここにあります排除型私的独占に当たる不当廉売

は範囲は違ってくるんですか。 

佐久間企画室長 当該廉売行為が不公正取引に当たるけれども，排除型私的独占に

は当たらない，例えば，行為者の市場シェアがそれほど大きくないような

場合には，排除型私的独占という形での認定は難しいのかなと思います。 

古城会員 不当廉売というのは御存じのようにアメリカと日本では範囲が違いま

す。学者の間もいろいろあって，公正取引委員会は一定の考え方を取って

きていまして，それは評価がいろいろ分かれています。代表的な例ですと，

スーパーが牛乳を安売りしたという事件がありまして，考えようによって

は，スーパーはたくさんあるんだから，牛乳の専売店が打撃を被っても，

スーパー同士がきちんと牛乳を売っているんだから，牛乳の値段が高くな

ることはないんだから，消費者が不利益を被るような価格の値上がりはな

いというんだと，あんなものは規制すべきではないという考え方をアメリ

カは取ると思うんですけれども，日本は公正取引委員会が取り締まってこ

られた。それは他の分野でもいろいろ出てくるわけです。例えば，スーパ

ーは駐車場をただでやっているけれども，周りの駐車場が非常に困る，だ

けれども，駐車場は附帯サービスだから別に問わないとか，さまざまな考

え方があると思うんです。 

 先ほど原価割れという御説明があったけれども，原価割れというのはな

かなか難しくて，秋物もおしまいだから半端品で売るというのは，仕入れ
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原価を割って売っているんだけれども，抱えていたらもっと赤字になるか

ら売っているわけだし，みんながやっていて，ほかの人が大きな打撃を受

けないから問題にしないということで，これは多分，実質的競争の制限が

ないという方で処理しているんだと思うんです。大した影響はないんだか

ら，原価割れの方で余り絞ってもうまく区別できないから，競争を制限す

る実質的効果はないということで絞っているんだと思うんです。このガイ

ドラインの考え方ですと，それは結局，競争の実質的制限のところで絞ろ

うということなんですか。 

佐久間企画室長 お手元に別紙１で指針の本体をお配りしておりますけれども，７

ページから今おっしゃった排除行為に該当し得る行為ということで，９ペ

ージの注９で，生鮮食料品とか，品質が急速に低下するといったたぐいの

ものについては，排除行為に該当しないと書いてございますので，そこは

競争の実質的制限のところではなく，排除行為のところで見ると考えてい

ます。 

古城会員 排除行為の方で。 

佐久間企画室長 はい。 

古城会員 しつこくて悪いんですけれども，生鮮食料品ではなくて，衣服などがあ

るでしょう。来年も着られるんだけれども，人によっては来シーズンは型

が違うから嫌だということになってきて，それはどっちに入りますかと，

こういう面倒くさい話が出てくるわけです。やる方は，来年は型落ちだか

ら，お客さんに相手にされないから安く売るというふうになるし，競争者

の方は，これは来年売れるのに，排除する目的を持ちつつ，もっともらし

い理屈で安売りすると，こういう議論になってくるわけです。 

佐久間企画室長 そこは需給関係でとらえれば，注９のところなんですけれども，

前半は生鮮食料品の話ですけれども，需給関係から低落しているというと

ころでも読めるのかなと思います。 

古城会員 一言言うと，不当廉売というのは不公正な取引方法に当たるというんで，

公正取引委員会は割と広く運用なさってきたと思うんです。だけれども，

大体そのまま排除型私的独占に入るのか，それとも排除型私的独占に入る

ようなものはもうちょっと絞りますよということなのか，このガイドライ

ンはどっちの考え方を取っていらっしゃるのかなということだけなんで

す。 

佐久間企画室長 費用の考え方，コストをどう取るかとかいうところに関しまして

は，それは不公正取引の言うところの不当廉売と大きく変わるものではな

いと思います。ただ，排除型私的独占というためには，競争の実質的制限

が認められなければいけませんから，不公正取引とは，競争への影響とい
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う部分が異なり，規制でカバーする範囲は当然排除型私的独占の方が狭い

ということかと思います。 

古城会員 では，やはり競争について悪影響が大きいものだけに絞る。 

佐久間企画室長 排除型私的独占で取り締まるものはそういうことです。 

伊藤会長 ほかに何かありましたらどうぞ。 

村上会員 細かなことを言い出すと切りがないものなので，むしろ大きな点だけで，

結論だけ先に言いますと，意見というか要望事項で，全体としては今まで

書かれたものより今回のガイドラインは優れたものであることは間違い

ない。ただ，問題点がないわけではないと思うので，希望としては，これ

で完璧なものができたとは決して思わないで，むしろ企業結合ガイドライ

ンなどと同じように，絶えずこれから先も見直してもらいたいというのが

要望となります。 

 まず，非常に優れた点は，今まで 80％程度を行為者の市場占有率の目安

としていたのを，今回は一応 50％という形で引き下げている。 

 それから，今までは排除行為とか，競争の実質的制限という抽象的な言

葉で議論していたので，何を言っているのかさっぱり分からないというの

が実態であったのを，今回初めて行為類型を入れて分類してあるというの

は非常に優れた点であります。そうでないとルールが全く分からないこと

になるわけです。行為類型の分類法も確かに国際的な分類法と一致した形

の分類になっています。ここまでが非常にいい点です。 

 それで，問題点というか，国際ルールをみながら検討したという説明で

したけれども，国際ルールを見た場合に，それと違っているというか，違

和感を覚える部分が２か所あります。ということで，そこだけ指摘させて

もらいたい。 

 第１点目は，そもそも行為類型を入れることの役割がどこにあるかとい

うことなわけです。先ほど申し上げたように，排除することとか，一定の

取引分野の競争を実質的に制限するという抽象的な要件でいくら書かれ

ても何も分からない。何がいけないかは，結局は判例法で決めなければい

けない。ということで，判例法を形成していくための概念もしくは判例法

を整理する概念として，欧米では行為類型ごとのルールを作ります。 

 そうすると，４つの典型行為類型の役割とか機能になるわけですけれど

も，行為類型というのは最終的な違法性基準とかルールと結びついて１つ

完結したものになって，実務的には意味があるものになる。その行為類型

ごとに見ていくと，その行為類型を行う者にとって，それが違法であるか

どうか，そこだけのルールを見ていけば判断できる。 

 何を言っているかというと，排除行為から一定の取引分野における競争
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の実質的制限，そこまで全部をカバーするものとして行為類型を定めて，

そこでのルールなり基準を定めるということで欧米のルールというのは

定められているのであって，日本みたいに，排除行為と一定の取引分野に

おける競争の実質的制限，そこで２段階に分けて，別々のルールとすると

いうルールを作っているのでは，何のために行為類型に分けたのかという

ことになるので，行為類型ごとに，とにかく最初の排除行為から競争の実

質的制限までをカバーして，それを見れば，その行為類型について違反か

どうかのルールが分かるというルールを作るべきであります。 

 具体的に言うと，後に書いてある競争の実質的制限の考慮要素である効

率性とか，その他正当化事由みたいなものを入れ込む形で，行為類型は，

それを見れば，そこだけで全部が分かる，違法かどうかが分かるものとし

て作るのがあるべき姿ではないか。これがまず第１点，欧米の判例法と比

べて違和感を持つところです。 

 もう一点は，これは単独行為のルール作りですから，どの国でもその行

為が違法かどうかを判断するために，まずは関連市場をきちんと画定して，

そこで分析を尽くして，さまざまな要素を勘案して，競争制限効果がある

かどうかを判断して是正措置を命ずるかどうかを決めているというのが

基本的なルールです。 

 というのは，まず関連市場として単一なものを画定しない限りは，ほか

の判断要素はわからないはずなのです。例えば，違反行為を実施した行為

者の市場占有率が何％とか，支配的地位がどのぐらい高いとか，競争相手

の事業者の市場占有率が何％であって，それがどのぐらいの地位を持って

いるか。それから，違反対象行為が行われていた期間を見て，行為者の市

場占有率がどれだけ上がって，競争者の市場占有率がどれだけ下がったか，

これは関連市場が画定されない限りは，そこの数値というのはそもそも出

てくる数値ではないので，どの国においても単一の関連市場を確定して，

そこで分析を尽くして違法かどうかを決める形になっています。 

 一番代表的な反トラスト法の独占化行為の禁止，ＥＵ競争法の市場支配

的地位の濫用行為の禁止では，その前に関連市場を画定して，そこで分析

を尽くすという法文になっていますから，当然関連市場は先に画定される

形になる。ところが，日本の法文の作り方は違っているので，先ほどの参

考１のように，排除行為により一定の取引分野における競争を実質的に制

限すると，これが日本の法文の作り方なので，そうすると，関連市場がど

こで画定されるかというと，この条文から言うと，どう見ても一定の取引

分野における競争の実質的制限で，一定の取引分野のところで画定して，

それで競争の実質的制限に当たるかどうかという分析を尽くして，それで
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最終的に違法かどうかの決着をつける，それが日本の法文の作り方という

ことになる。 

 ところが，今回のガイドラインはむしろ，排除行為の前に暫定的という

か，大雑把な関連市場を画定して，そこで排除行為を見るときに，一応，

行為者のシェアとか，競争状況とか，競争者のシェアを見るという，いわ

ゆる２段階の，暫定的な関連市場と最終的な関連市場を分けて画定するよ

うな形のルール作りをしている。これまた世界では見られないルール作り

だと思います。 

 基本的には，関連市場をきちんと画定して，そこでの分析を尽くすとい

う感じのルール作りをやる。すると，日本法の当てはめから言うと，一定

の取引分野における競争の実質的制限という要件を重くする形でルール

作りをしなければ，うまいことにはならない。国際的な単独行為のルール

との異なっている点というか，私が読んで違和感を覚える部分はそういう

ところなわけです。 

 ただ，今回のガイドライン自体が今までと比べればはるかに優れたもの

であることは事実なのであって，要望事項は，決してこれで十分だとは思

い込まないで，これから個別事案を処理する場合にまたいろいろ問題にな

ると思うので，企業結合ガイドラインその他と同じように，絶えず見直し

をやってもらいたいというのが要望事項になります。 

 以上です。 

山本経済取引局長 村上会員，貴重な御指摘をありがとうございました。 

 今，村上会員から御説明があったとおり，参考１を見ていただくと，第

１は執行方針なので，第２として排除行為があって，第３として一定の取

引分野における競争の実質的制限ということで検討の流れを進めている

わけですけれども，おっしゃるとおり，欧米では市場支配的地位というこ

とですから，例えば，ＥＵのガイドラインなどを見ても，第３から入って

いて，行為の例示として第２のようなものがあるという立て方になってい

る点はあるんですけれども，そこは先ほど村上先生がおっしゃったように，

法文がそういう形なので，日本の法適用の場合にはこの方が分かりやすい

だろうということで，こういうふうにしています。 

 また，１点だけ申し上げさせていただくと，先ほど暫定的な関連市場を

第１のところで取って，また第３のところで２回取ることはどうかという

御指摘があったんですけれども，第１は，今までのガイドラインでは，公

正取引委員会の執行方針といったものを書いたところはなかったと思う

んです。商品のシェアがおおむね２分の１強の商品を優先的に審査する，

もちろん国民生活に与える影響も考えてですけれども，これは今，村上先
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生のおっしゃったような意味での市場を取るというよりも，事業者の方で

自分の行為が私的独占になるかどうかということを考える上で市場とい

うことを画定することは難しいと思うんで，自分が取り扱っている商品の

シェアは事業者は分かっているでしょうから，その商品のシェアが２分の

１強であれば，ここは気をつけないといけないなということが分かるだろ

うというくらいの趣旨で書いたもので，必ずしも正確な意味での市場，マ

ーケットを画定するという趣旨で書いたものではなくて，あくまでも事業

者の方の分かりやすさ，便宜を考えて，こういった書き方をしているもの

でございます。 

伊藤会長 ほかに何か御意見，御質問はございますでしょうか。よろしいでしょう

か。どうもありがとうございました。 

 それでは，続きまして「『不当廉売に関する独占禁止法上の考え方』等

の見直し」の議論に移りたいと思います。東出取引企画課長から御説明を

お願いします。 

東出取引企画課長 取引企画課長の東出でございます。よろしくお願いいたします。 

 私から「不当廉売に関する独占禁止法上の考え方」等の改定案について

御説明をさせていただきます。資料右肩に独禁懇 184－２と書いてありま

す縦長の資料をまず御覧いただきたいと思います。 

 １ページ目に今回の改定をします経緯ですとか，趣旨ですとかというこ

とが書いてございます。冒頭にありますように，今回改定をしようと思っ

ておりますのは「不当廉売に関する独占禁止法上の考え方」，これは昭和

59 年につくられたガイドラインでございます。その後，不当廉売に関しま

しては，酒類，ガソリン，家電製品について，私ども業種別ガイドライン

と俗称しておりますけれども，そういうものを作っております。それに沿

いまして，不当廉売については迅速・厳正対処ということで対処してきて

いるわけでございますけれども，御案内のとおり，６月の独占禁止法の改

正によりまして，来年の１月から不当廉売には課徴金がかかることになっ

ております。規制の強化というか，サンクションの強化ということが起き

ますので，不当廉売に関して解釈を更に明確化して，法運用の透明性を上

げる，あるいは事業者の予見可能性を高めることが必要であろうというこ

とで，今回見直しをすることにしたものでございます。 

 資料のタイトルにございますように，意見募集，いわゆるパブリックコ

メントの手続を 10 月９日に始めまして，11 月９日，１か月後で締め切っ

ているのが現状でございます。ガイドラインの見直しということで，どこ

をどう直したのかというポイントといいますか，趣旨といいますか，それ

が１ページ目の下のところに書いてございます。 
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 不公正な取引方法，現状では「正当な理由がないのに，商品又は役務を

その供給に要する費用を著しく下回る対価で継続して販売し」と「その他

不当に商品又は役務を低い対価で供給し」，「他の事業者の事業活動を困

難にさせるおそれがあるもの」が独占禁止法で言う不当廉売となっており

ます。 

 法改正によりまして，真ん中よりちょっと下のところですけれども，「正

当な理由がないのに，商品又は役務をその供給に要する費用を著しく下回

る対価で継続して供給することであって，他の事業者の事業活動を困難に

させるおそれがあるもの」というのが課徴金の対象になる，10 年以内に同

じようなことを２回行うと課徴金がかかるというふうに改正が行われて

おります。残った「その他不当に商品又は役務を低い対価で供給し」とい

うところは，課徴金のかからない，排除措置命令の対象だけという不当廉

売として引き続き規制の対象になりましたので，課徴金がかかるか，かか

らないかは，供給に要する費用を著しく下回る対価での販売かどうかとい

うところが一番分かりやすいメルクマールになったということでござい

ます。ですので，そこの部分に重点を置いてといいますか，そこをよく分

かるようにということでガイドラインの改定を考えているというのが考

え方の基本でございます。 

 どこをどう直したかということにつきましては，独禁懇 184－２をどけ

ていただきますと，別紙１で横長の新旧対照表が付いてございます。これ

はパブリックコメントにかけました原案そのものでございまして，別紙１

～４まで，別紙１が「不当廉売に関する独占禁止法上の考え方」で，２～

４は酒類，ガソリン，家電，それぞれの業種別ガイドラインの改定案です。 

 考え方につきましては，別紙１の４ページに「供給に要する費用を著し

く下回る対価」とはどういうふうに考えたらいいのか，基本的なところの

整理をしております。別紙１の４ページの左側「改定案」という欄の（イ）

でございますけれども，まず，不当廉売というのは，他の事業者の事業活

動を困難にさせる，コスト割れでそういうことが起きるというのが公正な

競争の関係でよろしくなかろうということで規制の対象になっていると

ころですので，他の事業者が影響を受ける方から考えてみようというのが

（イ）の話でございます。 

 効率が悪くて費用が高いせいで売行きが落ちてしまって負けてしまう

というのは価格競争でしようがないところでございますので，廉売をして

いる者と同じか，それ以上に低い費用で提供できるのだけれども，廉売し

ている者が理不尽に低い価格で売っているせいで商売を続ける気がなく

なってしまう，そういうような価格が他の事業者の事業活動を困難にさせ
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ることにつながるところから見ると，規制の対象としての１つの線の引き

方としてあり得るだろうということで，具体的には，廉売をしている者と

同じ価格で売っていくと損失がどんどん広がっていってしまうので，商売

を続けたくない，あるいは参入したくない，そういう価格が「供給に要す

る費用を著しく下回る対価」を考える上で１つの切り口になるだろうとい

うのが（イ）の話でございます。 

 同じ４ページの下の（ウ）は，廉売する者の側から考えた部分です。価

格競争という面の話がございまして，ただの廉売なのか，不当廉売なのか，

どこで線を引くのだという話がございますので，そちらの面からも考えて

いく必要があろうということで，売り手の側，廉売する側も見なければい

けないということで整理したのが（ウ）でございます。こちらはコストを

少しでも割っているということを，独占禁止法違反ということにすぐにし

ていいかという問題でございます。 

 御案内のとおり，固定費みたいなものは全部カバーできなくても，変動

費プラス固定費の一部がカバーできていれば，何もしないよりはましだと

いうことで，多少赤字が出ても売っていく方が企業としては正当だ，経済

合理的な行動だというところがございますので，そういうようなものは余

り規制を厳しくすることはよろしくなかろう。 

 他方，逆に考えますと，売らないというよりも，売った方が損がどんど

ん広がっていくということについては経済合理性もないことですので，特

に考慮する必要がないということで，そういうものを規制の対象にするこ

とがよろしいのではないか。それは企業が価格を設定するに当たりまして

も，普通のビジネスの感覚でおかしいことをしなければ大体大丈夫かなと

いうことで検討もできるということでありますので，両面から「供給に要

する費用を著しく下回る対価」を考えたというのが基本的なところでござ

います。 

 結論といたしましては，５ページの下の（エ）ですけれども，総販売原

価を著しく下回る価格，条文で言いますと「供給に要する費用を著しく下

回る対価」というところになりますが，それであるかどうかというのは，

廉売対象商品を供給することによって発生する費用を下回る収入しか得

られないような価格であるかどうか，早い話が売れば売るほど赤字になる

価格であるかどうかというところで考えましょうということで整理をし

ております。 

 では，供給に要する費用をどう分けていって，廉売対象商品を供給しな

ければ発生しない費用，このガイドラインの改定案では「可変的性質を持

つ費用」と略称しておりますけれども，「可変的性質を持つ費用」に当た
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るかどうかについては，次の６ページですけれども，上の方にｂというと

ころがございますが，それに当たるかどうかについては，廉売対象商品の

供給量の変化に応じて増減する費用かということと，廉売対象商品の供給

と密接な関連性を有する費用か，こういう２つの軸といいますか，判断基

準で整理をして費用を分けていって，それで積み上げた費用を下回るかど

うかというところで判断しましょうというのが基本的な考え方でござい

ます。 

 今まで「可変的性質を持つ費用」など，いろいろな費用を口頭で言って

いてよくわからないところがございますので，別紙４まで横に分けていた

だきますと，参考１という横長の多少色が入った１枚物の資料を用意して

ございます。これで「供給に要する費用を著しく下回る対価」あるいは「可

変的性質を持つ費用」を御説明をさせていただきたいと思います。 

 先ほど申しました「可変的性質を持つ費用」，商品を供給しなければ発

生しない費用というのは，この絵で行きますと，真ん中に緑の両矢印がつ

いておりますけれども，ここの部分が「可変的性質を持つ費用」と考えて

おります。上下２段に分かれておりますが，上の方の卸・小売業の費用項

目で御説明をいたしますと，まず，仕入原価のうちの実質的な仕入価格が

ある。実質的な仕入価格，リベートなどを見たネットの価格でございます

けれども，仕入価格というのは物を仕入れれば必ず発生して，仕入れなけ

ればゼロ，１個増えれば１個分，２個買えば２個分ということで，商品の

供給量の増減に応じますので，これは「可変的性質を持つ費用」となると

整理をしております。 

 商品を仕入れますときには仕入経費もかかる。運送費ですとか，検収費

ですとかがかかる。運送費ですと何個かまとめて運ぶというのがございま

すので，商品の仕入量，あるいは供給量と必ずしも正比例というわけでは

ございませんけれども，事の性格上，商品の供給量の増減に反応して増え

たり減ったりするものでございますので，普通であれば，特別な事情がな

い限りは「可変的性質を持つ費用」に当たるだろうということで積み上げ

をしております。 

 それから，販売費の方ですけれども，販売費はいろいろなものが入って

いますので，商品の供給量と必ずしも連動しない費用，あるいは商品の供

給量と連動する費用と２つ分けられると考えております。商品の供給量の

増減と連動するところですと，注文履行費というところが絵の中にござい

ます。商品を買ってくれた方の家まで宅配をするときの運送費は商品の売

れた量に比例するので，これは「可変的性質を持つ費用」に入れるという

ことでよろしかろう。そういう形で整理をいたしまして，卸・小売ですと，
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実質的な仕入価格と仕入経費，販売費のうちの商品の供給と密接な関連が

ある，あるいは供給量に応じて変動するものを積み上げたものが「可変的

性質を持つ費用」と整理をしまして，それを下回るものを「供給に要する

費用を著しく下回る対価」であると，こういう整理をしております。 

 現行のガイドラインですと，小売業を対象にすると書いてありますので，

この上の方の考え方，特に実質的な仕入価格を下回るかどうかを１つの基

準としますという説明になっています。今回，課徴金がかかるということ

もありますので，小売業だけではなくて，製造業も含めた他の業種につい

ても，考え方を示すことが必要であろうということで，製造業などにも適

用できる考え方ということで，仕入価格ということではなくて「可変的性

質を持つ費用」という考え方で整理をしております。 

 それを当てはめますと，製造業ですと，製造原価と販売費，製造原価と

いうのは，卸・小売で行きますと，実質仕入価格と仕入経費に相当するも

ので，製造業ですと製造直接費と製造間接費に分けられるということのよ

うですけれども，そういうものに先ほどの卸・小売の場合の販売費と同じ

ような発想で，販売費の一部を加えたものと，こういうものが「可変的性

質を持つ費用」，それを下回れば「供給に要する費用を著しく下回る対価」

で，ここを下回らない価格で売ることが課徴金がかからないようにするた

めの１つの基準だということを明らかにしたつもりでございます。 

 その他，不当に低い対価ということにつきましては，この絵ですと右端

の総販売原価を下回るものというところが，不当に低い対価を満たす最低

レベルで，１円でも下回れば不当に低い対価でアウトかというと直ちにそ

うなるわけではございませんけれども，総販売原価を下回った価格で売る

と，周りへの影響によっては不当に低い対価でということで，課徴金がか

からない方の不当廉売ということで規制の対象になる可能性があるとい

うことでございます。 

 価格の基準について詳しく御説明をさせていただきましたけれども，残

りの「他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれ」につきましても，現

行のガイドラインで，こういうところを見て判断しますよというのが書い

てありますけれども，その判断要素を若干追加する，あるいは考え方の部

分を整理，補充といいますか，拡充をいたしまして，不当廉売のガイドラ

インの改定案を作っております。酒類，ガソリン，家電につきましては，

本体の不当廉売ガイドラインの変更に合わせまして齟齬のないようにと

いうことと，それぞれの業界の実情，変化なども踏まえまして若干の修正

を加えた形で改定案を作っておりますけれども，時間の関係もございます

ので，そちらの説明は省略をさせていただきます。 
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 以上が改定案の中身のごく簡単な概略でございますけれども，現状，先

ほど申し上げましたように，パブリックコメントの手続が終了いたしまし

て，今，いただいた意見を整理をしておるところでございます。数十通と

いうオーダーで来ましたので，今，内部で一生懸命整理をしておるところ

ですけれども，いただいた意見を踏まえまして，直すべきところは直す，

あるいは分かりにくいという御指摘のあるところはできるだけ分かりや

すくなるようにするという作業を，今，しているところでございます。法

律の施行は来年１月でございますので，それに間に合わせるべく急いで作

業をしているというのが現状でございます。 

 駆け足になりましたが，私からは以上でございます。 

伊藤会長 どうもありがとうございました。 

 それでは，ただいまの説明について，御質問，御意見がございましたら

御発言ください。 

石井会員 不当廉売というのは大変判断が難しいと思うんです。ある会社が競争入

札なら競争入札で負けた，どうも向こうの価格は安過ぎるんではないかと

いうことで相手を訴える，そういうふうに解釈してよろしいんでしょうか。

そういうものを不当廉売と言うんですか。 

東出取引企画課長 独占禁止法違反かどうかということで申告をいただくときに，

あそこは安過ぎて独占禁止法で言う不当廉売に当たるのではないか，自分

のところより大分安いということで申告をしていただくことはあるのだ

ろうと思います。ただ，違反になるかどうかというところでいきますと，

会社によって原材料の仕入先も違う，物を作るときの作り方，あるいは工

員さんの給料も違いますので，おのおのの費用，実際かかるコストが違い

ますので，自分のところのコストを下回る価格ではあるけれども，相手側

はコストは割っていないという場合もありますので，そこは私どもの担当

の者が原価を割っているかどうかを調べた上で独占禁止法違反かどうか

判断をする，こういう流れになると思います。 

石井会員 そこで非常に判断が難しくなるのは，今，海外展開をいろいろしていま

すので，仕入れということになりますと，我々が企業努力が足りないため

に負けたという場合もありますし，その辺の勇気ある訴えというんですか，

ブラックボックスのところが解明できないがために，訴えるという行為ま

でなかなかいかないという危惧があるんでございますが，その辺はガイド

ラインの中で何かいいアイデアでもいただければ，我々の日々の営業活動

において，積極的にいろんな施策ができると思うので，何かアドバイスは

ありますか。 

東出取引企画課長 なかなか難しい御指摘だと思います。不当廉売として違反にな
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るかどうかというところを考える，その辺の考え方をはっきりさせるとい

うのがこのガイドラインの趣旨でございますので，そこにどうしても重点

を置いて書いてございます。コストを割っているかどうかについて，だれ

のコストで見るかということにつきましては，廉売をしている者，公正取

引委員会の調べの対象になる者が自分のコストを基準に考えるというの

が基本であろうかと思います。そうでないと，原価を割っているかどうか

自分で判断がつきませんので，自分のコストを基準に考えますというのが

基本であると思いますし，その旨をこのガイドラインの改定案でもはっき

り書いてございます。 

 では，廉売で被害を受けている者は一体どうしたらいいんだ，それにつ

きまして何かいいアイデアはということでございますけれども，特にこれ

を基準にするということで，廉売している者ではない者が割と容易に分か

るようなメルクマールというのはなかなか難しいところがございまして，

そこまではガイドラインに書き込めていないということでございます。 

石井会員 是非お願いしたいのは，今，大変なデフレです。特に日本のデフレはひ

どくて，海外はそれほどデフレにはなっていない。特にアメリカなどは，

今日のテレビでもやっておりましたが，消費者物価は上がっている。日本

の企業はその辺に偏り過ぎているんではないか。価格競争で企業の業績を

上げようという気概が多いと思いますので，是非その辺，全体の流れを不

当廉売に行かないような雰囲気に，ガイドラインの中でしっかりしていた

だければありがたいと思います。 

伊藤会長 ほかに何かございますか 

榧野会員 これは本筋の話ではなくて恐縮なんですけれども，さっきの排除型私的

独占のときにも出てきた言葉で，どうしても私は理解できなかったんです

けれども，「商品を供給しなければ発生しない費用」というのは，日本語

として頭に全然入ってこないんです。参考１を見てやっと，ああ，こうい

う考え方でやっているのかというのが初めてわかった次第です。こういう

資料がなくて，普通にいきなり言われたら，ほとんどの日本人は理解でき

ないと思うんです。できたら，こういう言葉はやめてもらいたいというの

が私の感覚です。この言葉をもし意訳すれば「供給に要する費用を著しく

下回る対価」とあるんで「供給に要する基本的な費用（仕入原価＋諸費用

など）」とやれば多少は分かるんです。こういうことを普通にやられても，

例えば，これがホームページに出てきても，普通の人はわからないと思う

んです。こういう難しいというか，訳の分からない言葉は是非やめてもら

いたいと私は思いました。 

東出取引企画課長 「供給しなければ発生しない費用」とか「可変的性質を持つ費
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用」というものが分かりにくいというのはパブリックコメントでもいただ

いておりまして，御指摘は非常に痛い思いで受け止めております。何かい

い言葉がないか探しているところで，どうなるか分かりませんけれども，

言葉については考えてみるようにしたいと思います。 

伊藤会長 ほかにいかがでしょうか。 

古城会員 詳しくなって，よくなったと思います。ただ，私は学者だから，皆さん

は不当廉売を抑制しなければいけないという関心があるんでしょうけれ

ども，余り厳しくやると価格競争がなくなると思います。ここのところ，

世の中そういう風潮が強いし，公正取引委員会も厳しくやっているんで，

お酒などは価格競争が一時期より少なくなっているという印象を受ける

んです。だから，正当な値下げとかが余り抑制されないように注意を払っ

て運用していただきたい。これは私の希望です。 

伊藤会長 ほかに何か御質問はありますか。 

村上会員 前回，古城会員からも同じ質問があったことをもう一回確認させてくだ

さい。仮に低価格の価格設定で，先ほど説明があった排除型私的独占に該

当する行為で，かつ法定不当廉売，仮に両方に該当する行為があった場合

に，たしか前回の回答は，むしろ３条の排除型私的独占の方を方針として

は適用するという答えだったような気がしていますが，それでよろしいで

すか。 

佐久間企画室長 基本的にはそのように考えております。 

伊藤会長 ほかに何か御質問とか御意見とかございますか。よろしいでしょうか。

それでは，先に進みたいと思います。 

 続きまして，３つ目の「公正取引委員会の広報活動の状況」の議事に移

りたいと思います。初めに，向井官房総務課企画官から国内向けの広報活

動について，続きまして，山田国際課長から海外向けの広報活動について，

それぞれ御説明をお願いします。 

向井官房総務課企画官 官房総務課企画官の向井でございます。広報を担当してお

ります。 

 私の資料といたしましては，独禁懇 184－３という資料でございます。 

 １枚めくっていただきまして，まず「公正取引委員会の広報活動の概要」

ということで，どういう観点から広報を行っているかという目的を紹介し

ております。 

 第１は，公正取引委員会の法運用の透明性確保というものでございます。

具体的には，違反事件の処理とか，ガイドラインを公表するということで

ございまして，我々がやっております政策について情報発信をする，いわ

ゆるポリシーコミュニケーションというものでございます。 
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 続きまして，各種施策に関する情報発信でございまして，法執行以外に

もいろんな取組みをしておりますので，公正取引委員会という組織を理解

していただくというものです。例えば，説明会やセミナーを開催していま

す。こちらは公正取引委員会での組織の広報，コーポレートコミュニケー

ションというものでございます。 

 このような情報発信というのは一方的にやっても届かないということ

でございますので，国民各層に対しまして，競争政策の理解の増進を図る

という観点から，各層のレベルに応じまして双方向のコミュニケーション

をすることが重要であり，具体的には，顔を突き合わせまして，フェイス・

トゥ・フェイスのコミュニケーションをするということもやっております。

このような情報発信を踏まえまして，国民各層から意見・要望を伺う，そ

してそれを政策に反映するという方針で広報活動をやっております。 

 具体的にはどのような広報活動をしておるのかというのを１枚目にま

とめております。まずは報道等でございまして，メディアとの関係。それ

以外には，パブリックリレーションズということでございまして，広く広

報資料を作成・配布したり，ウェブサイトで情報発信をするといったこと

とか，講師派遣を通じまして独占禁止法を説明する，学校教育を通じた普

及・啓発，国民からの意見聴取・情報発信というものでございます。 

 それぞれにつきまして詳しく説明いたしますと，まずは３ページ目のス

ライドでございますが，「報道等」でございます。これはまずメディアと

の関係を重視をするということでございまして，公正取引委員会は独占禁

止法違反行為の法的措置や企業結合の事前相談に対する回答，ガイドライ

ン等を出した場合には，新聞発表という形を取っております。主要なもの

につきましては，経産記者クラブで担当課室長が具体的に会見をするとい

うことをやっております。その回数といたしましては，平成 20 年度です

と 359 回というような多数の新聞発表を行っておるということでござい

ます。 

 それ以外に，毎週水曜日，事務総長定例会見を開いておりまして，事務

総長から，公正取引委員会の施策のうち重要なトピックをタイムリーに説

明し，それに対して記者と質疑応答を行うということをしております。こ

れにつきましては，ケーブルテレビでも配信されておりますし，その内容

につきましても，議事録といたしましてウェブサイトに公表しております。 

 このようなものにつきましては，通常マスメディアを通じまして報道さ

れるわけでございますが，マスメディアのスクリーニングがかかっていな

い情報を伝え，膨大な情報をサマリーするという観点から，メールマガジ

ンも配信をしております。これは毎月２回配信ということで，今，説明し
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ましたような新聞発表や事務総長定例会見の概要をサマライズして配信

をしております。現在，登録者は 3,738 名で，つい最近 41 号が配信され

ております。登録者の内訳は，専門家や企業の法務部や学生が多く，一般

消費者は少ないという状況です。専門家等に聞きますと，サマライズされ

た情報が充実しておるということで高い評価を受けておりますが，一方で，

一部の消費者からは，詳細過ぎてなかなか理解し難いという苦情もいただ

いているところでございます。 

 続きまして，パブリックリレーションズといたしまして「広報資料の作

成・配布」をしております。具体的には，まずパンフレットを作っており

ます。例えば，このようなパンフレットを作っておりまして，我々の活動

や独占禁止法の内容を分かりやすく伝えるということでございます。これ

につきましては，例えば，商工会とか，商工会議所を通じて配布をしてい

るわけでございます。部数といたしましては，独占禁止法関係で 4,000 部，

下請法関係で５万部を刷っております。 

 あとは，中学生向けにも簡単な独占禁止法について理解をしていただこ

うと思いまして，「わたしたちの暮らしと市場経済」ということで，イラ

スト付きのパンフレットを作っております。 

 紙媒体だけではなくて動画も作っておりまして，各種広報用のＤＶＤ，

ビデオを作っております。こういうものにつきましては，我々のところに

要望がありましたら貸出しもやっておりますが，最近ですとウェブで配信

もしております。独占禁止法で言いますと，その長さは 23 分 41 秒で，忙

しい方のために短縮版も作っておりまして，９分というものでございます。

平成 20 年３月から配信しておりますが，現在のところ，累計１万件のア

クセスがあります。 

 続きまして，パブリックリレーションズの最近の最も有効なツールとい

たしましては，ウェブサイトでの情報発信がありまして，公正取引委員会

といたしましては充実をさせております。 

 まず，トップページのアクセス件数がどれくらいかといいますと，６月

はセブンイレブンの事件がありまして増えたのかもしれませんが，月刊 2

8 万件のアクセスがあったということで，最近ですと大体１日１万件のア

クセスがあるという状況です。内容といたしましては，５ページの左側に

書いているような内容のものが入っております。 

 それぞれ紹介いたしますと，次のページをめくっていただいて，まずは

新聞報道資料ということで，新聞公表した日にアップロードをするという

速報性のある情報でございます。 

 続きまして，先ほど紙媒体で申し上げた各種パンフレットでございます

 23 



 

が，こういうものについてもダウンロードが可能となっております。 

 続きまして，その３ということで，専門家や企業法務の方の便利に資す

るために審決等データベースを作っておりまして，こちらも好評をいただ

いております。 

 続きまして，８ページ目でございます。「よくある質問コーナー」を設

けております。これはなぜ作ったかといいますと，現在，事業者からの相

談は，平成 20 年度で言いますと，独占禁止法では年間 2,700 件，下請法

では 7,600 件の相談が寄せられております。その中には簡単な相談があり

ますので，そういうものについていちいち対応すると相談業務の効率性が

落ちるということで，簡単な質問につきましてはこちらで代替をしようと

いう観点から作っているわけです。 

 続きまして，９ページ目ですが，経済のグローバル化に対応いたしまし

て，我が国企業が世界の競争法に抵触する恐れがあるということで，世界

の競争法がどのような内容になっているのかを公正取引委員会でまとめ

てアップをしているわけでございます。現在，世界の 81 か国の競争法に

ついて，国別に紹介をしております。 

 続きまして，講師派遣による独占禁止法の説明です。これは，具体的に

は，違反事業者となる可能性があるところに，我々といたしまして何が違

反なのかというのを直接伝えたいということでして，例えば，事業者団体

とか，官製談合で言いますと発注者サイドに対して講師を派遣いたしまし

て，独占禁止法上守るべきポイントは何なのかというところを具体的に説

明させていただいております。平成 20 年度ですと 492 回の講師派遣をし

ておりまして，こちらはもちろん無料で派遣しております。 

 続きまして，学校教育を通じた普及・啓発でございます。これも，社会

に出る前に，公正取引委員会が何をやっているかを理解していただきたい

という観点から，各種の取組をしております。 

 まずは職場見学ですが，全省庁的にやっております子ども霞が関見学ツ

アーであったり，修学旅行で東京に来たときに，公正取引委員会が職場見

学に対応をしております。 

 続きまして，大学及び大学院の競争法，産業組織論等の講座への職員派

遣というものでございます。これは，公正取引委員会の職員は，審査手続

の実務とか，知的財産と競争法の関係とか，海外の競争法，そういう専門

的な知見を持っておりますので，そういう知見を大学で教えることもやっ

ております。 

 次に，独占禁止法教室の開催でございますが，こちらは専門的な内容と

いうよりは，一般的に公正取引委員会が何をしておるのか，基本的なとこ
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ろを理解していただくという形で，中学校，高校，大学に公正取引委員会

の職員を派遣して行っておるものでございます。 

 具体的な内容は，次のページに書いておりますが，中学生向けがメイン

でございます。生徒に参加をしていただきながら独占禁止法を学ぶことを

ポイントとしております。生徒をグループに分けまして，それぞれ企業経

営者となり，どういう場面で独占禁止法に抵触するのかというところを自

らがゲームに参加しながら学んでもらいます。また，職員が模擬立入りを

するということもやっておりますが，中学生からは好評，高い評価をいた

だいております。 

 大学生向けでございますが，大学生は２～３年後には社会に出て，企業

の営業とか，購買部門，法務，公務員になりますが，それぞれの進路にお

いて，どのような場合に独占禁止法とどういう形で抵触するのかというと

ころを説明しております。この取組は，大学生の将来のキャリアプランの

検討にも資するといったものであったり，将来，社会に出て独占禁止法に

違反するおそれがある場面に直面するときに，これは問題だということで

思い止まるという未然防止の効果も図られることを狙っているわけでご

ざいます。平成 21 年度の４～10 月では５件，６件と書いておりますが，

現時点のデータでは，中学生向けが 11 回，大学生向けが 11 回という形で

行っております。 

 その他，国民から意見聴取をするということで，公正取引委員会が専門

家に委嘱しております協力委員制度がございますが，そういうものを通じ

まして意見を聴取をしております。その他，経済団体とか消費者団体，日

弁連等と意見交換を行っております。 

 続きまして，14 ページでございますが，こちらから委嘱をするわけで

はなくて，地方の有識者の声を聞こうということで，公正取引委員会の委

員や事務総長，トップクラスが出向いて地方で懇談をするという取組を昭

和 47 年からやっておりまして，各ブロックの県庁所在地で実施をしてお

ります。県庁所在地以外では，各ブロックの所長等が懇談会を持っており

まして，年間 80 回程度，商工会議所，中小企業や消費者団体，地域の声

をそちらから拾っておるということでございます。 

 このような広報活動につきまして，どのような効果があったのかという

のを測るのはなかなか難しいわけでございますが，１つの例といたしまし

て政策評価の一環として，報道量を測定しております。例えば，公正取引

委員会は告発をしたり，排除措置命令を出しておりますが，そういうもの

を新聞発表しますと，15 ページに書いておるような新聞報道量になると

いうことでございます。告発ですと，読売新聞で換算しますと 3.6 ページ

 25 



 

分が１回の新聞発表で報道され，排除措置命令ですと 0.76 ページ分でご

ざいます。 

 さらには，公正取引委員会がやっている仕事につきまして，どれぐらい

の社会的な影響があるのかを数値化しようということで，昨年からカルテ

ル，談合につきまして，消費者がどれぐらいの利益が得られたのかという

ところを試算しております。これはＥＵのやり方をまねておりまして，談

合，カルテルを放置しますと，価格が 10％高くなり，それが５年間継続

するという推定をいたしまして推計をしております。平成 20 年度ですと，

公正取引委員会が 10 件の法的措置を採ることによりまして約 4，000 億の

消費者利益が還元されたと推計しております。こういう結果についても広

報活動においてはアピールをしているわけでございます。 

 最後になりますが，公正取引委員会のＣＩ戦略といたしましてシンボル

マークを作っているわけでございます。このシンボルマークにつきまして

は，そちらに解説がありますが，我々広報班といたしましては，名刺の裏

にも刷り込んでおりまして，これで説明をしたり，今日のパワーポイント

の資料もこのシンボルマークと色を合わせて青と黄色ということで，今後，

こちらのパワーポイントの資料をテンプレートにして，統一的に使おうと

いう取組を行っているわけでございます。 

 以上が国内の広報活動の状況でございます。 

山田国際課長 続きまして，海外に対する広報活動の状況ということで，私，国際

課長の山田が説明をさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 国内向けの最後にシンボルマークの話が出ましたが，私ども，海外の英

語の名刺にもちゃんとこのシンボルマークをつけており，統一的なＣＩの

下で広報活動をやっております。 

 １枚めくっていただきまして，海外広報の目的と書いてございます。基

本的に広報活動に関して言えば，目的はさして国内向けと変わるわけでは

ございません。公正取引委員会の施策，独占禁止法に係る法令制度の紹介，

また，その理解を深めてもらうということがございます。ただし，対象が

国内向けとは異なってまいりまして，基本的には，外国事業者，あるいは

外国競争当局にそういうことを伝えることが中心となろうかと思ってお

ります。したがいまして，内容も，当然平易であることは大事なんですが，

子ども向けとか，一般消費者向けということを念頭に置くよりは，むしろ

手続を正確に伝えるとか，法令の内容を正確に伝えるということが中心と

なろうかと考えております。なお，使用言語はすべて英語でございます。 

 海外広報の媒体といたしましては，やはりウェブサイト，メールマガジ
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ンといった電子媒体が中心となっております。また，パンフレット等もご

ざいますが，これも基本的にはウェブサイトからダウンロードができると

いう形になっております。その他，記者会見のようなフェイス・トゥ・フ

ェイスでのメディアへの接触というのはなかなか対応が難しいものです

から，基本的には海外のメディアについては，海外におけるカンファレン

ス等への講演が主流となっておりまして，メディアへの対応は雑誌等への

寄稿といったものが中心となっております。以下，それぞれの媒体別に概

要を御説明いたします。 

 スライド３枚目には英文ウェブサイトの内容が書いてございます。こち

らには公正取引委員会の紹介から報告書まで書いてございます。実際にウ

ェブページをスクリーンに映し出してお見せいたしますと簡単でござい

ますけれども，基本的なレイアウトは日本語版のものと余り変わりません。

ここに９つの項目がございますけれども，これもトップページを開いたと

きに出てくるタグと申しましょうか，それぞれのコーナーの項目のうち主

要なものを掲げたものでございます。 

 続いて，４ページ目以降，ウェブサイトの内容を書いてございます。そ

もそも公正取引委員会，ＪＦＴＣとはどういうものかから始まって，委員

長からのメッセージ，たまたまこちらに書いておりますのは本年の年頭に

当たっての委員長の所感ということで，その一部を切り取ってこちらに貼

り付けております。その他，ミッション，ＤＶＤもダウンロードが可能と

なっております。そして，コンタクトポイント等が書いてございます。 

 ５ページ目のプレスリリースでございますけれども，法令等の制定・改

廃，事件・報告書の概要等，報道発表資料で，必ずしもすべてというわけ

ではございません。どうしても，その主要なもの，少なくとも海外の事業

者，あるいは当局にとって関心の高そうなものに絞らざるを得ませんが，

そういったものを中心に載せております。特に重要なものにつきましては，

日本語資料の公表と同時に英訳版を掲載しておりまして，その具体的なイ

メージが６ページ目になります。 

 こちらは，10 月 28 日とございますけれども，本日１番目の議題でござ

いました排除型私的独占ガイドラインに関する公表文とその概要を英訳

したものが掲載されております。パブリックコメント手続に付したときも，

これと同様に英訳をし，そしてこちらのページに掲載して意見を求めると

いうこともやっております。 

 そのほかに，例えば，下の方には，Ｃease-and-Ｄesist Ｏrder として，

排除措置命令，あるいはＳurcharge Ｐayment Ｏrders というふうに，課

徴金納付命令が出ていたり，あるいはその他，研修のお知らせ，そして報
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告書についても，こういう形で英訳をして紹介しております。 

 次に，競争政策の動向以下につきましても，基本的には国内の資料を英

訳したものでございます。ただ，７ページの最後にありますように，私ど

もの幹部が海外に出かけていって講演を行ったとき，国内で英語でやるこ

とは余りないんですが，中には昨年の京都会議みたいなことがありまして，

そういったときの英語のスピーチ原稿も見ることができるようになって

おります。 

 法令・ガイドラインにつきましては，国内と同様でございます。 

 ９ページには国際的連携として，各種経済連携協定，海外との独禁協力

協定については条文を載せておりまして，特に途上国向けの支援がどうい

うものができているのか，どういう実績があるのかということについても

英文のサイトがございます。 

 また，ＩＣＮ（Ｉnternational Ｃompetition Ｎetwork）の様式に従っ

た手続の紹介というのがございます。実はＩＣＮという国際的な連携がご

ざいまして，例えば，カルテルの審査手続であるとか，あるいは企業結合，

こういったものについて，各加盟当局がどういう手続で行っているかとい

うことを一定の様式を示して，各国が公表を進めております。私どもも，

その様式に従って，具体的にどういう手続で進んでいくのかということを

クリックすると，分かりやすくフローチャートのように出ております。そ

れなりに分かりやすいようにできていると自負しております。 

 10 ページ目以下はメールマガジンでございます。実は英文でもメールマ

ガジンを出しておりまして，東アジア競争政策フォーラムの活動の一環と

いう形でございます。したがいまして，その中身も東アジアの競争政策と

公正取引委員会の動きを中心として配信しております。購読者につきまし

ては，もちろん国内向けの数とは比べ物になりませんけれども，海外の競

争当局職員，学者，法律実務家等を中心に 400 余名ということになってお

ります。 

 内容につきましては，11 ページにはメールの形ではなくて，東アジア競

争政策フォーラムという別のウェブページがございまして，Ｄear collea

gues and friends で始まる内容がメールの形で配信されるということに

なっております。 

 12 ページは，ＪＦＴＣとしてのパンフレットでございます。これは紙媒

体なんですが，それを丸ごとダウンロードすることができるようになって

おります。 

 14～16 ページが海外メディアへの寄稿でございます。実は，海外にはＧ

lobal Ｃompetition Ｐolicy，Ｇlobal Ｃompetition Ｒeview（ＧＣＲ）
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といった，競争政策の専門誌とも言うべきものが幾つかございます。例え

ば，15 ページにありますＧＣＲについては，各国の競争当局についてレイ

ティング，いわゆる活動評価するような特集がございます。そしてその特

集の中には，「Ｈow do you rate yourself？」要するに「自分たちをど

う評価する？」というコーナーがございまして，そこで，私どもはこうい

う活動を行っている，あるいは，これが売りだということを自ら英語で紹

介するというわけであります。 

 17 ページが講演でございます。例えば，ＯＥＣＤであるとか，ＵＮＣＴ

ＡＤであるとか，あるいはＩＣＮといった国際機関の主催する会議，そし

て外国競争当局，あるいは大学，全米法曹協会のような法曹団体，こうい

ったところが主催する国際シンポジウム，カンファレンスに私どもの幹部

が出席いたしまして，最近の動向等について紹介をしております。こちら

については，過去３年間で 30 回を超える活動を行っております。 

 また，全世界向けの発信というよりは，Ｙoung Ａgency，途上国向け，

それもアジアを中心としたところに対する支援，研修という形で，私ども

の職員ないし幹部が出かけて，業務等について紹介するということがござ

います。こちらも同様の回数ですけれども，年間 10 回前後の回数を数え

ております。また，その講演につきましては，先ほども申しましたように，

ウェブサイトでダウンロードすることができるという形になってござい

ます。 

 海外向けの広報は以上でございます。 

伊藤会長 どうもありがとうございました。 

 それでは，ただいまの説明について，御質問，御意見等ございましたら，

どうぞ御自由に御発言いただきたいと思います。 

森本会員 ２つのウェブサイトを拝見いたしますと，外国向けは当然にインターナ

ショナルなことが多いのは分かるのですが，日本版で９ページに世界の競

争法ということで 81 か国の競争法について詳細に報告していただいてい

ます。これはこれで非常に便利なことかと思います。しかし例えば，英文

の方の 12 ページに公正取引委員会と海外当局の連携だとか，あるいは東

アジアフォーラムですか，国際的な連携についての記述があります。日本

版でも国際関係の記述がそれなりにあると思いますが，一層国際的な記述

を増やすことはどうか，そこら辺のことをお教えいただけたらと思います。

金融のレベルでは国際化が進んでおりまして，各国の規制当局との連携だ

とか，あるいは実務上の運用について的確に国内に情報発信することに配

慮されていると思います。独占禁止法についても，海外当局との連携や，

あるいは海外当局の動きについて，日本企業に情報伝達することも大きな
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役割，１つの期待される役割ではないかと思います。その辺についての御

感触を教えていただけたらと思います。 

向井官房総務課企画官 ２国間協定など日本と海外の政府との間でバイ協定を結

んでおりますが，その概要につきましては，先ほど先生から御指摘いただ

いた９ページの世界の競争法の下にページがございまして，そちらを見て

いただければ，どういう協定になっているのかを掲載しております。その

他は，定期的に２国間意見交換というのもやっておりまして，例えば，総

長定例会見という場で，その概要についてタイムリーに紹介をしておりま

すので，そういうことを通じまして，我々が海外当局とどのような連携を

しているのかというところはいろんな場を通じまして情報発信はさせて

いただいております。 

伊藤会長 ほかに何か御質問はございますか。 

内田会員 海外の広報について，お礼とお願いと質問があります。先ほど排除型私

的独占についてのガイドラインに関してのパブリックコメントの話が出

ました。私はＡＢＡというアメリカの弁護士の団体の役員もやっています。

今回，ＡＢＡがコメントを提出したのですが，排除型私的独占については

ガイドラインを英訳で出していただいたため，比較的タイトなスケジュー

ルでありましたがタイムリーにコメントができたということで，内容にど

の程度取り入れていただいたかは別にしまして，少なくとも参考にはして

いただけたかなと思い感謝しております。その関係で質問ですが，一般的

にガイドラインというのはパブリックコメントの際に英訳を作成するの

が原則とされているのか，ある程度海外に影響のありそうなものに限定し

ているかをお聞きしたい。また，できましたら，英訳をできるだけ多く早

目にパブリックコメントの際も出していただけると，海外の法曹団体等が

タイムリーなコメントができるんではないかと思っております。これが質

問とお願いであります。 

山田国際課長 排除型私的独占ガイドラインの際はいろいろと御協力をいただき

まして本当にありがとうございました。基本的にガイドラインについては，

パブリックコメント手続の際に英訳をお示しするようにしております。た

だ，若干そこに時間差ができるのは申し訳なく思っております。 

 私が記憶している限り，1990 年代，流通取引慣行ガイドラインというの

がございまして，そのときにも英訳をして案を公表するということをやっ

ておりますが，そのころからは，主要なガイドラインについては，英訳を

して，海外向けにコメントを求めるということをやっております。したが

いまして，その意味ではもう 20 年弱の歴史はあると思います。 

 ただ，全部についてやっているのかというと，基本的にはすべてやって
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いるとは思いますが，もしも漏れがあるようでしたら，今後は漏れがない

ようにしたいと思います。 

伊藤会長 ほかに何か御質問や御意見はございますか。 

神田会員 国内向けのことですけれども，学校を初め，いろいろな広報活動をやっ

ているということはよく分かりましたけれども，全体的に見て，一般消費

者向けというのが非常に少ないのかなというふうに受け取ったんです。独

占禁止法というのは消費者にとっては非常に分かりにくいというか，難し

い面がありますし，公正な取引のための対策がどう消費者利益につながっ

ているのかが非常に分かりにくいし，難しいですね。低価格は非常に歓迎

するわけですけれども，不当廉売となると，その辺がどう消費者との関係

があるのかというのはわからない，非常に難しいと思います。 

 平成 20 年度は 4,000 億円ほど消費者利益との関係であったよという報

告もありましたけれども，どういうメカニズムというか，どういう関係で

こういうふうになっているのかが非常に分かりにくい。対消費者向けの学

習，あるいはＱ＆Ａを見ましても，消費者向けのは余りないんではないか

と思ったりしますので，そういった対策が非常に大事ではないかと思いま

す。 

 地方有識者との懇談会の報告もここでなされておりますけれども，全国

で９都市ということで，これは固定なんでしょうか。ブロックごとという

ことですから，毎年なのか。特に関東のところが，水戸が関東ということ

なのかもしれませんけれども，東京ではやらないのかという気がいたしま

すし，ここでの具体的な参加者，特に一般消費者の参加がどれくらいある

のか，有識者というのがどういう範囲なのかがわからないんですけれども，

一般消費者に呼びかけているのか，呼びかけて参加がどれくらいあるのか，

どういった内容のことが行われていて，成果は難しいとおっしゃいました

けれども，感触でも，そういった消費者の成果というんでしょうか，そう

いうものが感じられるのかどうかという辺りも，もしありましたらお願い

したいと思います。 

向井官房総務課企画官 御指摘ありがとうございます。今まで公正取引委員会の消

費者向けの広報といいますと，９月に消費者庁に移管されました景品表示

法を担当しておりました取引部の消費者取引課が担当しておりまして，従

来は消費者庁団体と毎年，全国で 50 件以上の懇談会を持っておりました

り，消費者モニターと称しまして 1,000 名以上の消費者の方に委嘱をいた

しまして，独占禁止法や景表法について，こちらから研修をしたり，情報

提供いただいたりして情報を集めるという活動をしてきておりました。 

 その部門が消費者庁に移管をされておりまして，現在，消費者との関係
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はどこが担っているかといいますと，官房総務課広報のところで担ってい

るわけでございます。そこでちょうど今，消費者団体から，景表法が移管

された後，公正取引委員会とどういう協力関係を構築していくのかという

のをまさにヒアリングを行っておるところでございます。いろんな厳しい

意見も聞こえてくるわけでございます。消費者団体といたしましては，公

正取引委員会イコール景表法という認識がありまして，従来は独占禁止法

についてはあまり広報されていなかったということで，よく分からないと

いう意見もあったり，一方で独占禁止法というのは非常に重要ですので，

もっと分かりやすく今後も教えてほしい，例えば，勉強会に講師を派遣し

てほしいという声もあったわけでございます。 

 そういうような声も踏まえまして，我々といたしましては，今後，消費

者にどのような情報発信をしたり，どのような協力をするべきか検討して

いくこととしております。具体的な協力といたしましては，例えば，商品

の価格について情報提供いただくことなどが想定されますが，いずれにし

ても，どういうような協力ができるのかを現在検討しておるところでござ

います。 

 あとは，地方有識者との懇談会でございますが，委員や事務総長レベル

の懇談会といいますのは，各ブロックの県庁所在地で毎年ローテーション

で行っております。こちらに参加をいただいておりますのは，消費者団体

の代表の方とか，学識経験者，更には経済団体の方が入っておりまして，

関東では水戸で今年の 10 月８日に開催いたしましたが，茨城の消費者団

体の代表の方に参加していただいているわけでございます。 

 そのほか，県庁所在地以外の都市につきましては，地方有識者との懇談

会をやっておりますが，商工会議所を中心にやっておるというのも実態で

ございまして，そこに消費者団体が入ってくることはまれでございます。

従来，景表法担当部門がやっていたようなものが今後できるかどうかとい

うのは，予算等の都合もありますが，同じようなことができるかどうか分

かりませんが，我々といたしましても，我々のやっている仕事と消費者と

の関連性は高いわけでございますので，なるべく分かりやすく伝えるよう

な努力をしていきたいと考えております。 

神田会員 ありがとうございます。私が今，申し上げましたのは別に景表法に限っ

たことではなく，それから，これまでと同じようなことをしてほしいとい

う意見ではなくて，独占禁止法のことについて，もう少し消費者のところ

が重要ではないかということを申し上げたかったわけです。例えば，この

Ｑ＆Ａを見ても，そういった項目もないので，よくある質問というより，

少なくとも必要なものについてはここに盛り込んでいただきたい。そうい
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ったすぐできることもあるはずですので，やっていただけたらいいのでは

ないかと思いました。 

萩原会員 国内広報に関連してですけれども，日本の企業の活動も国内に限定され

ずに大変ボーダーレスにいろんな活動をし，その結果，ある意味では国際

的な競争法に違反しているという事例がたくさん出てきている。そういう

中で，過去の独占禁止法の紹介というような部分はあるんだけれども，も

う少し日本の経営者に対して，世界の競争法についての注意を喚起するよ

うな形での広報活動もあるんではなかろうか。本当にそういうことをやっ

たら，企業経営者その他がそういう意識になるかどうかということになる

と，なかなか難しいところはあるんだけれども，独占禁止法の適用，運用

の話は国内に限られていない。企業活動も国際化しているんだから，グロ

ーバルな目で競争法についてきちっとコンプライアンスを持っておかな

ければならないという意識が，この広報の中にも出てきてほしい。是非そ

ういうことを検討いただきたいということを申し上げます。 

向井官房総務課企画官 御指摘ありがとうございます。 

 私も実は関東甲信越地区の所長の役割を担っておりますので，商工会議

所の会議にはよく出ているわけでございます。その中では，やはり国際的

な潮流というのも，私といたしましては説明をするように努めておりまし

て，特に諸外国ですと厳罰化の動きもあるということですので，そのよう

な情報は適宜入れておるわけでございます。 

 その他，例えば，経済団体向けに公正取引委員会の知見を活用するとい

うことで，例えば，海外の動向等につきまして，講演依頼等がありますと

対応しておりまして，そういう場を通じまして，経営者に対しまして，海

外の競争法のリスクについて警鐘を鳴らすような活動は随時行っており

ます。 

伊藤会長 ほかにどなたか御意見，御質問ありませんか。よろしいでしょうか。 

 それでは，時間もまいりましたので，本日はこの辺で終わりにさせてい

ただきたいと思います。 

 最後に，竹島委員長から御発言をお願いいたします。 

竹島委員長 今日はお忙しい中，長時間ありがとうございました。 

 また，会員の皆様の異動がございまして，特に伊藤元重教授にはお忙し

い中，会長をお引き受けいただきまして大変ありがとうございます。これ

は年に３回ぐらいやっているんでございますが，是非よろしく御指導頂き

たいと思います。 

 それから，新たに会員になられた方々，日ごろ思っておられることもい

ろいろあると思いますので，私どもに御遠慮なく，この場だけではなくて，
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別な形でも結構でございますので，御意見，御質問等があればお寄せいた

だきたいと思います。 

 目下，公正取引委員会は審判制度の見直しという宿題を抱えております。

今年の６月に改正法が通ったわけですが，そのときには改めて宿題にされ

ている話がありまして，来年の通常国会にその答えを持っていかなければ

いけない。既に政権も変わりましたが，公正取引委員会の担当の政務三役

と私どもの方で今，どうすべきかということを議論しております。新聞に

ちらほら出ておりますが，私の口からあまり歯切れのいいことを申し上げ

られる段階にはないんですが，そういう宿題を抱えております。そんなこ

とでございまして，あとはしっかりと独占禁止法，下請法の執行をやって

いくということに尽きるのかなと思っております。どうぞこれからもいろ

いろと御指導いただきますけれども，よろしくお願いいたします。今日は

ありがとうございました。 

伊藤会長 どうもありがとうございました。 

 それでは，本日はこれにて閉会とさせていただきます。 

 なお，次回会合日時につきましては，追って事務局から御連絡が行くと

思います。本日は長いことどうもありがとうございました。 
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